
為替週間展望＝ドル円は１５２～１５４円台を中心とするレンジ相場か

　　　　　　　　　　［２月１７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 10 日～ 2 月 14 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  151.21   154.80(12)    151.16(10)    152.57   +1.16

ユーロ・ドル  1.0324   1.0472(14)    1.0280(10)    1.0471   +0.0143

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    39,149.43     +362.41     日本10年債利回り   1.360   +0.043

ダウ平均株価    44,711.43     +408.03     米10年債利回り     4.529   +0.034

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１７日　日本第４四半期ＧＤＰ１次速報

　　　　英２月ライトムーブ住宅価格

　　　　日本１２月鉱工業生産指数確報値

　　　　ユーロ圏１２月貿易収支

１８日　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　英１月雇用統計

　　　　独２月ＺＥＷ景況感指数

　　　　米２月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　カナダ１月消費者物価指数

　　　　米１２月対米証券投資

１９日　ＮＺ第４四半期生産者物価指数

　　　　日本１月貿易収支、日本１２月機械受注

　　　　ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利

　　　　高田日銀審議委員講演

　　　　英１月消費者物価指数、英１月生産者物価指数、英１月小売物価指数

　　　　ユーロ圏１２月経常収支

　　　　米１月住宅着工・許可件数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨（１月２８、２９日開催分）

２０日　豪１月雇用統計

　　　　中国最優遇貸出金利（ローンプライムレート　１年　５年）

　　　　独１月生産者物価指数

　　　　カナダ１月鉱工業製品価格

　　　　米新規失業保険申請件数、米２月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米１月景気先行指数

２１日　ＮＺ１月貿易収支

　　　　日本１月消費者物価指数

　　　　英１月小売売上高

　　　　独２月製造業ＰＭＩ速報値、独２月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏２月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　英２月製造業ＰＭＩ速報値、英２月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　カナダ１２月小売売上高

　　　　米２月製造業ＰＭＩ速報値、米２月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　米２月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値、米１月中古住宅販売件数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】トランプ米大統領の発言に振り回されて、市場が混乱に陥る可能性

がある。米経済指標は強弱入り混じった展開となりそうだ。国内では、日銀関係者から
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の発言を受けて、今後の日銀会合での利上げ観測が高まっている。こうした中、ドル円

は戻しても売りに押されやすく、上値の重い展開になるとした。

　　　　

【パウエル議会証言や米消費者物価指数、トランプ発言で荒れた動き】

　週の前半は１５１～１５２円台を中心に振幅を見せた。その後、１１日のパウエル議

長の議会証言や１２日の米消費者物価指数の市場予想からの上振れを受けて、ドル円は

１５４円台後半まで上値を伸ばした。上昇が一服した後は一転してドル売り円買いとな

った。１２日にかけての急速な上昇の反動やトランプ米大統領が相互関税の導入に関す

る大統領令に署名したものの、即時の導入が見送られたことで、過度な警戒感が後退し

てドル売り円買いの動きとなった。

　　

　１１日（日本時間１２日午前０時）の米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）パウエル議長

が上院銀行委員会で議会証言を行った。「金利の水準は従来よりも大幅に緩和されてお

り、経済は力強い」「政策スタンスの調整を急ぐ必要はない」「今後の不確実性に対処

するため、現在の金利水準は適切である」「慎重に判断して金融政策を決定する」と述

べており、利下げを急がない姿勢を強調した。

　　

　この証言を受けて、ＮＹ市場では１５２円台半ばまで上昇した。その後の１２日の東

京市場では大きくドル買い円売りが進んで、ドル円は１５３円台後半まで上昇した。

　　

　１２日発表の１月の米消費者物価指数は総合が前月比＋０．５％（予想＋０．３％、

前回＋０．４％）、前年比＋３．０％（予想＋２．９％、前回＋２．９％）、コアは前

月比＋０．４％（予想＋０．３％、前回＋０．２％）、前年比＋３．３％（予想＋３．

１％、前回＋３．２％）となった。いずれも市場予想や前回値を上回っており、インフ

レの根強さを示す結果となった。

　　

　これを受けてＦＲＢによる利下げ先送り観測が高まり、米長期金利が上昇するととも

にドル買いの動きが加速して、ドル円は１５４．８０近辺まで大きく上昇した。

　　

　１２日にトランプ米大統領とロシアのプーチン大統領がウクライナ停戦交渉開始で合

意したと報じられたことで、地政学的リスクの後退からドルや円が売られやすい展開と

なった。ドル円は１５４．８０近辺で上げが一服した後は下げに転じた。トランプ米大

統領が相互関税の即時導入を見送ったことなどが材料視された。

　　

【米経済指標やトランプ発言に注目】

　日米の経済指標やイベントとしては、１７日に日本第４四半期ＧＤＰ１次速報、日本

１２月鉱工業生産指数確報値、１８日に米２月ＮＹ連銀製造業景気指数、１９日に日本

１月貿易収支、日本１２月機械受注、米１月住宅着工・許可件数、米連邦公開市場委員

会（ＦＯＭＣ）議事要旨、２０日に米新規失業保険申請件数、米２月フィラデルフィア

連銀景況指数、米１月景気先行指数、２１日に日本１月消費者物価指数、米２月製造業

ＰＭＩ速報値、米２月サービス業ＰＭＩ速報値、米２月ミシガン大学消費者信頼感指数

確報値、米１月中古住宅販売件数などがある。

　　

　米雇用統計、米消費者物価指数などに匹敵する経済指標はないものの、個別の結果に

左右されやすい展開が見込まれる。また、トランプ米大統領の言動や大統領令などにも

注目が集まる。ドル円は２月７日以降、１５０．９０台から１５４．８０まで上値を伸

ばしてきた。短期間で大きく上昇した反動から上値は抑えられやすいものの、押したと

ころでは底堅く、１５２～１５４円台を中心とするレンジ相場となりそうだ。ドル円の

目先の予想レンジは、１５０．００～１５６．００円。

　　

【ユーロドルは上値を追う展開か】

　１２日にトランプ米大統領とロシアのプーチン大統領がウクライナ停戦交渉開始で合

意したと報じられたことで、地政学的リスクの後退からドルや円が売られやすい展開と

なった。一方で、長期化するウクライナ情勢への警戒感が後退して、ユーロは買われ

た。

　　

　ウクライナ停戦に向けた動きが好感されたことで、ユーロドルは振幅を繰り返しなが

ら１．０４６０近辺まで上昇を見せた。このところは２月１０日の安値１．０２８０付



近から上値を伸ばしており、５日移動平均線や２１日移動平均線を回復している。堅調

な流れが続いて徐々に上値を追う展開となりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジ

は、１．０２５０～１．０６５０ドル。

　　

　１３日に月次および四半期の英ＧＤＰが上振れしたことで、ポンドドルは１．２５台

後半まで上昇した。ポンドドルは１０日の安値１．２３３０台から上値を伸ばしてい

る。２１日移動平均線などがサポートとなって、底堅い動きを見せている。こうした

中、ポンドドルは戻り歩調で推移することとなりそうだ。ポンドドルの目先の予想レン

ジは、１．２３００～１．２６５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１７日に英２月ライトムーブ住宅価格、ユ

ーロ圏１２月貿易収支、１８日に豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、英１月雇用統計、独２月

ＺＥＷ景況感指数、カナダ１月消費者物価指数、１９日にＮＺ第４四半期生産者物価指

数、ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利、英１月消費者物価指数、英１月生産者物価指

数、ユーロ圏１２月経常収支、２０日に豪１月雇用統計、中国最優遇貸出金利（ローン

プライムレート　１年　５年）、独１月生産者物価指数、２１日にＮＺ１月貿易収支、

英１月小売売上高、独２月製造業ＰＭＩ速報値、独２月サービス業ＰＭＩ速報値、ユー

ロ圏２月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏２月サービス業ＰＭＩ速報値、英２月製造業Ｐ

ＭＩ速報値、英２月サービス業ＰＭＩ速報値などがある。
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